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○産業界からの意見が集約されている。

○「大学院生などについては、社会との連携意識を持たせる

ため、教育の早い段階でのインターンシップを拡充する」
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ｅｓ

設　立 ：１９９１年

所在地：マサチュｰセッツ州ケンブリッジ市

研究内容：コンピュータ応用の基礎研究

研究員数：２５名（全員 Ｐｈ．Ｄ）

　 　 　

　　　　 設立当初から、夏期のインターンを研究の

　　　　 実行部隊として活用。
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国内各社のインターン募集要領
（各社ホームページより）

２～３週間１８日間
事務　 １週間

技術 　２週間

期 　間

（全て夏期）

記載なし１５０名
事務　 ２８名

技術　 ９７名
人 　数

１０００円／日

（昼食支給）

なし（昼食補助が

１日１０００円）
なし（昼食代補助）手 　当

あ りあ りな しテーマの提示

修士１年

大学（院）に在学中の

２年生以上の事務、

技術系

学部３年生、高専４年生

修士１年生（事務／技術）
対 象 者

Ｃ 社＊Ｂ 社Ａ 社

＊学生個人の応募以外に学校ルートによるインターンシップ（従来の夏期実習）を実施
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派遣学生から見たインターンシップに関する意見・感想

大変有意義

概ね有意義

やや不満

極めて不満

無回答

実務経験を積むことにより、自らの職業適性の発掘に貢献している例が多い。

一方、実施期間の長期化や研修内容（カリキュラム）の充実に対する意見も見られる。

出典：東海地域インターンシップ推進協議会「平成１２年度インターンシップ実施結果報告書（平成１３年２月）



授業科目として位置付けてインターンシップを実施した学校
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出典：文部科学省「平成１１年度インターンシップ実施状況調査結果」　（平成１２年４月）



インターンシップの導入状況

導入の予定は全くない
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が

今後は廃止・縮小予定

1%

出典：（財）社会経済生産性本部生産性労働情報センター「日本的人事制度の現状と課題」 （平成１２年９月）



企業が感じる受入れのメリット
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出典：産業基盤整備基金「産学連携によるインターンシップの受け入れ拡大に関する調査」 （平成１３年３月）



ま と め

○日本と米（欧）では、インターンシップの

　 捉え方に大きな落差がある。

大学／企業／学生

○受入れ側の企業の意識変革

　 　→ 学生の意識変革

　 　→ 大学の意識変革


